
1 
 

出典：裁判所ホームページ（https://www.courts.go.jp）の裁判例情報をもとに作成 
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事件名 小田急線連続立体交差事業認可処
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件 
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法廷名 最高裁判所大法廷   

裁判種別 判決   

結果 その他   

判例集等 民集 第 59 巻 10 号 2645 頁   

 

判示事項 １ 都市計画事業の認可の取消訴訟と事業地の周辺住民の原告適格 

２ 鉄道の連続立体交差化を内容とする都市計画事業の事業地の周辺住民が同

事業の認可の取消訴訟の原告適格を有するとされた事例 

３ 鉄道の連続立体交差化に当たり付属街路を設置することを内容とする都市

計画事業の事業地の周辺住民が同事業の認可の取消訴訟の原告適格を有しない

とされた事例 

裁判要旨 １ 都市計画事業の事業地の周辺に居住する住民のうち同事業が実施されるこ

とにより騒音，振動等による健康又は生活環境に係る著しい被害を直接的に受

けるおそれのある者は，都市計画法（平成１１年法律第１６０号による改正前

のもの）５９条２項に基づいてされた同事業の認可の取消訴訟の原告適格を有

する。 

２ 鉄道の連続立体交差化を内容とする都市計画事業の事業地の周辺に居住す

る住民のうち同事業に係る東京都環境影響評価条例（昭和５５年東京都条例第

９６号。平成１０年東京都条例第１０７号による改正前のもの）２条５号所定

の関係地域内に居住する者は，その住所地が同事業の事業地に近接しているこ

と，上記の関係地域が同事業を実施しようとする地域及びその周辺地域で同事

業の実施が環境に著しい影響を及ぼすおそれがある地域として同条例１３条１

項に基づいて定められたことなど判示の事情の下においては，都市計画法（平

成１１年法律第１６０号による改正前のもの）５９条２項に基づいてされた同

事業の認可の取消訴訟の原告適格を有する。 

３ 鉄道の連続立体交差化に当たり付属街路を設置することを内容とする都市

計画事業が鉄道の連続立体交差化を内容とする都市計画事業と別個の独立した

ものであること，上記付属街路が鉄道の連続立体交差化に当たり環境に配慮し

て日照への影響を軽減することを主たる目的として設置されるものであること

など判示の事情の下においては，付属街路の設置を内容とする上記事業の事業

地の周辺に居住する住民は，都市計画法（平成１１年法律第１６０号による改

正前のもの）５９条２項に基づいてされた同事業の認可の取消訴訟の原告適格

を有しない。 

（１，２につき補足意見，３につき補足意見及び反対意見がある。） 
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全 文 

主    文 

１ 別紙上告人目録１ないし３記載の上告人らは，別紙事業認可目録１記載の認可の取消し

を求める原告適格を有する。 

２ 本件上告のうち次の各訴えに関する部分を棄却する。 

(1) 別紙上告人目録１記載の上告人らの別紙事業認可目録２ないし７記載の各認可の取消

しの訴え 

(2) 別紙上告人目録２記載の上告人らの別紙事業認可目録２ないし５及び７記載の各認可

の取消しの訴え 

(3) 別紙上告人目録３記載の上告人らの別紙事業認可目録２ないし６記載の各認可の取消

しの訴え 

(4) 別紙上告人目録４記載の上告人らの訴え 

３ 前項(1)ないし(4)の各訴えに関する上告費用は，それぞれ同項(1)ないし(4)記載の各上告

人らの負担とする。 

理    由 

〔凡 例〕 

以下に摘示する都市計画法の各条項等は，それぞれ下記のものをいう。 

１３条１項５号・・・・・・・・・・・・・平成７年法律第１４号による改正前のもの 

１６条１項，１７条１項，２項，５９条・・平成１１年法律第８７号による改正前のもの 

５９条２項，６１条，６６条・・・・・・・平成１１年法律第１６０号による改正前のもの 

１３条１項柱書き・・・・・・・・・・・・平成１２年法律第７３号による改正前のもの 

１条，２条，４条１５項・・・・・・・・・現行の規定 

上告代理人斉藤驍ほかの上告受理申立て理由のうち原告適格に係る所論に関する部分につ

いて 

１ 原審の確定した事実関係等の概要は，次のとおりである。 

(1) 建設大臣は，平成６年５月１９日付けで，都市計画法５９条２項に基づき，東京都に対

し，小田急小田原線の喜多見駅付近から梅ヶ丘駅付近までの区間（以下「本件区間」という。）

の連続立体交差化を内容とする別紙事業認可目録１記載の都市計画事業の認可（以下「本件鉄

道事業認可」といい，この認可に係る都市計画事業を「本件鉄道事業」という。）をし，同年

６月３日付けでこれを告示した。 

本件鉄道事業認可は，建設大臣が昭和３９年に決定し被上告参加人が平成５年２月１日付

けで変更を告示した東京都市計画高速鉄道第９号線（昭和４５年の都市計画の変更以降の名

称は「東京都市計画都市高速鉄道第９号線」である。）に係る都市計画を基礎とするものであ

り，上記変更後の上記都市計画によれば，本件区間の鉄道の構造は，嵩上式（一部掘割式）と

されている。 

(2) 建設大臣は，世田谷区が平成５年２月１日付けで告示した東京都市計画道路・区画街路

都市高速鉄道第９号線付属街路第３，第４，第５，第６，第９及び第１０号線に係る各都市計

画を基礎として，同６年５月１９日付けで，都市計画法５９条２項に基づき，東京都に対し，

本件区間の一部に係る付属街路の設置を内容とする別紙事業認可目録２ないし７記載の各都

市計画事業の認可（以下「本件各付属街路事業認可」といい，これらの認可に係る都市計画事

業を「本件各付属街路事業」という。）をし，同年６月３日付けでこれを告示した。 

本件各付属街路事業に係る付属街路は，本件鉄道事業による小田急小田原線の連続立体交
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差化に当たり，環境に配慮して沿線の日照への影響を軽減することを主たる目的とし，また，

沿線地域内の交通の処理や災害時の緊急車両の通行に供すること，地域の街づくりのために

役立てること等をも目的として設置することとされたものである。 

(3) 上告人らは，いずれも本件鉄道事業の事業地の周辺地域にある別紙上告人目録１ないし

４記載の各住所地に居住するにとどまり，同事業の事業地内の不動産につき権利を有しない

者である。また，別紙上告人目録２記載の上告人らのうち，上告人岡公一は，別紙事業認可目

録６記載の認可に係る都市計画事業（以下「付属街路第９号線事業」という。）の事業地内に

土地を所有し，上告人洪悦郎は，同事業の事業地内に存する建物の共有持分権を有し，その敷

地につき利用権の設定を受けており，別紙上告人目録３記載の上告人らは，別紙事業認可目録

７記載の認可に係る都市計画事業（以下「付属街路第１０号線事業」という。）の事業地内に

それぞれ土地を所有しているが，それ以外には，上告人らは，本件各付属街路事業の事業地内

の不動産につき権利を有していない。 

東京都環境影響評価条例（昭和５５年東京都条例第９６号。平成１０年東京都条例第１０７

号による改正前のもの。以下「本件条例」という。）は，鉄道の新設又は改良など同条例別表

に掲げる事業でその実施が環境に著しい影響を及ぼすおそれのあるものとして東京都規則で

定める要件に該当するものを「対象事業」とした上で（２条３号），被上告参加人において，

「事業者が対象事業を実施しようとする地域及びその周辺地域で当該対象事業の実施が環境

に著しい影響を及ぼすおそれがある地域」として，当該対象事業に係る関係地域を定めなけれ

ばならないとしている（２条５号，１３条１項）。本件鉄道事業に係る関係地域は，別紙図面

のとおり定められているところ，別紙上告人目録１ないし３記載の上告人らは，上記の関係地

域内に居住している。 

２ 本件は，上告人らが，本件鉄道事業認可及び本件各付属街路事業認可がいずれも違法で

あるとして，建設大臣の事務承継者である被上告人に対し，これらの各認可の取消しを求めて

いる事案である。 

３ 原審は，上記事実関係等の下において，上告人らの原告適格に関し，次のとおり判断し

た。 

(1) 上告人らは，いずれも本件鉄道事業の事業地の周辺地域に居住するにとどまり，事業地

内の不動産につき権利を有しないところ，都市計画事業の事業地の周辺地域に居住するにと

どまり事業地内の不動産につき権利を有しない者については，事業の認可によりその権利若

しくは法律上保護された利益が侵害され又は必然的に侵害されるおそれがあると解する根拠

が認められないから，上告人らは，本件鉄道事業認可の取消しを求める原告適格を有しない。 

(2)ア 別紙上告人目録２記載の上告人らは，付属街路第９号線事業の事業地内の不動産につ

き権利を有し，同目録３記載の上告人らは，付属街路第１０号線事業の事業地内の不動産につ

き権利を有するところ，都市計画事業の事業地内の不動産につき権利を有する者は，違法な事

業の認可がされることによって自己の権利を侵害され又は必然的に侵害されるおそれが生ず

るから，同目録２記載の上告人らは別紙事業認可目録６記載の認可の，別紙上告人目録３記載

の上告人らは別紙事業認可目録７記載の認可の，各取消しを求める原告適格を有する。 

イ 上告人らは，上記アのほかには，いずれも本件各付属街路事業の事業地内の不動産につ

き権利を有しないのであるから，上記アのほかに本件各付属街路事業認可の取消しを求める

原告適格を有しない。 

４ しかしながら，原審の上記判断のうち，別紙上告人目録４記載の各上告人らにつき本件

鉄道事業認可の取消しを求める原告適格を否定した部分及び上記３(2)イについてはいずれも
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結論において是認することができるが，同目録１ないし３記載の各上告人らにつき本件鉄道

事業認可の取消しを求める原告適格を否定した部分については是認することができない。そ

の理由は，次のとおりである。 

(1) 行政事件訴訟法９条は，取消訴訟の原告適格について規定するが，同条１項にいう当該

処分の取消しを求めるにつき「法律上の利益を有する者」とは，当該処分により自己の権利若

しくは法律上保護された利益を侵害され，又は必然的に侵害されるおそれのある者をいうの

であり，当該処分を定めた行政法規が，不特定多数者の具体的利益を専ら一般的公益の中に吸

収解消させるにとどめず，それが帰属する個々人の個別的利益としてもこれを保護すべきも

のとする趣旨を含むと解される場合には，このような利益もここにいう法律上保護された利

益に当たり，当該処分によりこれを侵害され又は必然的に侵害されるおそれのある者は，当該

処分の取消訴訟における原告適格を有するものというべきである。 

そして，処分の相手方以外の者について上記の法律上保護された利益の有無を判断するに

当たっては，当該処分の根拠となる法令の規定の文言のみによることなく，当該法令の趣旨及

び目的並びに当該処分において考慮されるべき利益の内容及び性質を考慮し，この場合にお

いて，当該法令の趣旨及び目的を考慮するに当たっては，当該法令と目的を共通にする関係法

令があるときはその趣旨及び目的をも参酌し，当該利益の内容及び性質を考慮するに当たっ

ては，当該処分がその根拠となる法令に違反してされた場合に害されることとなる利益の内

容及び性質並びにこれが害される態様及び程度をも勘案すべきものである（同条２項参照）。 

(2) 上記の見地に立って，まず，上告人らが本件鉄道事業認可の取消しを求める原告適格を

有するか否かについて検討する。 

ア 都市計画法は，同法の定めるところにより同法５９条の規定による認可等を受けて行わ

れる都市計画施設の整備に関する事業等を都市計画事業と規定し（４条１５項），その事業の

内容が都市計画に適合することを認可の基準の一つとしている（６１条１号）。 

都市計画に関する都市計画法の規定をみると，同法は，都市の健全な発展と秩序ある整備を

図り，もって国土の均衡ある発展と公共の福祉の増進に寄与することを目的とし（１条），都

市計画の基本理念の一つとして，健康で文化的な都市生活を確保すべきことを定めており（２

条），都市計画の基準に関して，当該都市について公害防止計画が定められているときは都市

計画がこれに適合したものでなければならないとし（１３条１項柱書き），都市施設は良好な

都市環境を保持するように定めることとしている（同項５号）。また，同法は，都市計画の案

を作成しようとする場合において必要があると認められるときは，公聴会の開催等，住民の意

見を反映させるために必要な措置を講ずるものとし（１６条１項），都市計画を決定しようと

する旨の公告があったときは，関係市町村の住民及び利害関係人は，縦覧に供された都市計画

の案について意見書を提出することができるものとしている（１７条１項，２項）。 

イ また，上記の公害防止計画の根拠となる法令である公害対策基本法は，国民の健康を保

護するとともに，生活環境を保全することを目的とし（１条），事業活動その他の人の活動に

伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染，水質の汚濁，土壌の汚染，騒音，振動等によって

人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることを公害と定義した上で（２条），国及び地方公

共団体が公害の防止に関する施策を策定し，実施する責務を有するとし（４条，５条），内閣

総理大臣が，現に公害が著しく，かつ，公害の防止に関する施策を総合的に講じなければ公害

の防止を図ることが著しく困難であると認められる地域等について，公害防止計画の基本方

針を示して関係都道府県知事にその策定を指示し，これを受けた関係都道府県知事が公害防

止計画を作成して内閣総理大臣の承認を受けるものとしている（１９条）（なお，同法は，環
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境基本法の施行に伴い平成５年１１月１９日に廃止されたが，新たに制定された環境基本法

は，内閣総理大臣が上記と同様の地域について関係都道府県知事に公害防止計画の策定を指

示し，これを受けた関係都道府県知事が公害防止計画を作成して内閣総理大臣の承認を受け

なければならないとしている（１７条）。さらに，同条の規定は，平成１１年法律第８７号及

び第１６０号により改正され，現在は，環境大臣が同様の指示を行い，これを受けた関係都道

府県知事が公害防止計画を作成し，環境大臣に協議し，その同意を得なければならないとして

いる。）。 

公害防止計画に関するこれらの規定は，相当範囲にわたる騒音，振動等により健康又は生活

環境に係る著しい被害が発生するおそれのある地域について，その発生を防止するために総

合的な施策を講ずることを趣旨及び目的とするものと解される。そして，都市計画法１３条１

項柱書きが，都市計画は公害防止計画に適合しなければならない旨を規定していることから

すれば，都市計画の決定又は変更に当たっては，上記のような公害防止計画に関する公害対策

基本法の規定の趣旨及び目的を踏まえて行われることが求められるものというべきである。 

さらに，東京都においては，環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業の実施が環境に及

ぼす影響について事前に調査，予測及び評価を行い，これらの結果について公表すること等の

手続に関し必要な事項を定めることにより，事業の実施に際し公害の防止等に適正な配慮が

されることを期し，都民の健康で快適な生活の確保に資することを目的として，本件条例が制

定されている。本件条例は，被上告参加人が，良好な環境を保全し，都民の健康で快適な生活

を確保するため，本件条例に定める手続が適正かつ円滑に行われるよう努めなければならな

い基本的責務を負うものとした上で（３条），事業者から提出された環境影響評価書及びその

概要の写しを対象事業に係る許認可権者（都市計画の決定又は変更の権限を有する者を含む。

２条８号）に送付して（２４条２項），許認可等を行う際に評価書の内容に十分配慮するよう

要請しなければならないとし（２５条），対象事業が都市計画法の規定により都市計画に定め

られる場合においては，本件条例による手続を都市計画の決定の手続に合わせて行うよう努

めるものとしている（４５条）。これらの規定は，都市計画の決定又は変更に際し，環境影響

評価等の手続を通じて公害の防止等に適正な配慮が図られるようにすることも，その趣旨及

び目的とするものということができる。 

ウ そして，都市計画事業の認可は，都市計画に事業の内容が適合することを基準としてさ

れるものであるところ，前記アのような都市計画に関する都市計画法の規定に加えて，前記イ

の公害対策基本法等の規定の趣旨及び目的をも参酌し，併せて，都市計画法６６条が，認可の

告示があったときは，施行者が，事業の概要について事業地及びその付近地の住民に説明し，

意見を聴取する等の措置を講ずることにより，事業の施行についてこれらの者の協力が得ら

れるように努めなければならないと規定していることも考慮すれば，都市計画事業の認可に

関する同法の規定は，事業に伴う騒音，振動等によって，事業地の周辺地域に居住する住民に

健康又は生活環境の被害が発生することを防止し，もって健康で文化的な都市生活を確保し，

良好な生活環境を保全することも，その趣旨及び目的とするものと解される。 

エ 都市計画法又はその関係法令に違反した違法な都市計画の決定又は変更を基礎として

都市計画事業の認可がされた場合に，そのような事業に起因する騒音，振動等による被害を直

接的に受けるのは，事業地の周辺の一定範囲の地域に居住する住民に限られ，その被害の程度

は，居住地が事業地に接近するにつれて増大するものと考えられる。また，このような事業に

係る事業地の周辺地域に居住する住民が，当該地域に居住し続けることにより上記の被害を

反復，継続して受けた場合，その被害は，これらの住民の健康や生活環境に係る著しい被害に
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も至りかねないものである。そして，都市計画事業の認可に関する同法の規定は，その趣旨及

び目的にかんがみれば，事業地の周辺地域に居住する住民に対し，違法な事業に起因する騒

音，振動等によってこのような健康又は生活環境に係る著しい被害を受けないという具体的

利益を保護しようとするものと解されるところ，前記のような被害の内容，性質，程度等に照

らせば，この具体的利益は，一般的公益の中に吸収解消させることが困難なものといわざるを

得ない。 

オ 以上のような都市計画事業の認可に関する都市計画法の規定の趣旨及び目的，これらの

規定が都市計画事業の認可の制度を通して保護しようとしている利益の内容及び性質等を考

慮すれば，同法は，これらの規定を通じて，都市の健全な発展と秩序ある整備を図るなどの公

益的見地から都市計画施設の整備に関する事業を規制するとともに，騒音，振動等によって健

康又は生活環境に係る著しい被害を直接的に受けるおそれのある個々の住民に対して，その

ような被害を受けないという利益を個々人の個別的利益としても保護すべきものとする趣旨

を含むと解するのが相当である。したがって，【要旨１】都市計画事業の事業地の周辺に居住

する住民のうち当該事業が実施されることにより騒音，振動等による健康又は生活環境に係

る著しい被害を直接的に受けるおそれのある者は，当該事業の認可の取消しを求めるにつき

法律上の利益を有する者として，その取消訴訟における原告適格を有するものといわなけれ

ばならない。 

最高裁平成８年（行ツ）第７６号同１１年１１月２５日第一小法廷判決・裁判集民事１９５

号３８７頁は，以上と抵触する限度において，これを変更すべきである。 

カ 以上の見解に立って，本件鉄道事業認可の取消しを求める原告適格についてみると，前

記事実関係等によれば，別紙上告人目録１ないし３記載の上告人らは，いずれも本件鉄道事業

に係る関係地域内である上記各目録記載の各住所地に居住しているというのである。そして，

【要旨２】これらの住所地と本件鉄道事業の事業地との距離関係などに加えて，本件条例２条

５号の規定する関係地域が，対象事業を実施しようとする地域及びその周辺地域で当該対象

事業の実施が環境に著しい影響を及ぼすおそれがある地域として被上告参加人が定めるもの

であることを考慮すれば，上記の上告人らについては，本件鉄道事業が実施されることにより

騒音，振動等による健康又は生活環境に係る著しい被害を直接的に受けるおそれのある者に

当たると認められるから，本件鉄道事業認可の取消しを求める原告適格を有するものと解す

るのが相当である。 

これに対し，別紙上告人目録４記載の上告人らは，本件鉄道事業に係る関係地域外に居住す

るものであり，前記事実関係等によっても，本件鉄道事業が実施されることにより騒音，振動

等による健康又は生活環境に係る著しい被害を直接的に受けるおそれがあるとはいえず，他

に，上記の上告人らが原告適格を有すると解すべき根拠は記録上も見当たらないから，本件鉄

道事業認可の取消しを求める原告適格を有すると解することはできない。 

(3) 次に，別紙上告人目録２記載の上告人らが別紙事業認可目録６記載の認可の，別紙上告

人目録３記載の上告人らが別紙事業認可目録７記載の認可の，各取消しを求める原告適格を

有するほかに，上記(2)の見解に立って，上告人らが本件各付属街路事業の実施により健康又

は生活環境に係る著しい被害を直接的に受けるおそれのある者に当たるとして，当該事業認

可の取消しを求める原告適格を有するか否かについて検討する。 

【要旨３】前記事実関係等によれば，本件各付属街路事業に係る付属街路は，本件鉄道事業

による沿線の日照への影響を軽減することのほか，沿線地域内の交通の処理や災害時の緊急

車両の通行に供すること，地域の街づくりのために役立てること等をも目的として設置され
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るものであるというのであり，本件各付属街路事業は，本件鉄道事業と密接な関連を有するも

のの，これとは別個のそれぞれ独立した都市計画事業であることは明らかであるから，上告人

らの本件各付属街路事業認可の取消しを求める上記の原告適格についても，個々の事業の認

可ごとにその有無を検討すべきである。 

上告人らは，別紙上告人目録２及び３記載の各上告人らがそれぞれ別紙事業認可目録６及

び７記載の各認可に係る事業の事業地内の不動産につき権利を有する旨をいうほかには，本

件各付属街路事業に係る個々の事業の認可によって，自己のどのような権利若しくは法律上

保護された利益を侵害され，又は必然的に侵害されるおそれがあるかについて，具体的な主張

をしていない。そして，本件各付属街路事業に係る付属街路が，小田急小田原線の連続立体交

差化に当たり，環境に配慮して日照への影響を軽減することを主たる目的として設置される

ものであることに加え，これらの付属街路の規模等に照らせば，本件各付属街路事業の事業地

内の不動産につき権利を有しない上告人らについて，本件各付属街路事業が実施されること

により健康又は生活環境に係る著しい被害を直接的に受けるおそれがあると認めることはで

きない。 

したがって，上告人らは，別紙上告人目録２記載の上告人らが別紙事業認可目録６記載の認

可の，別紙上告人目録３記載の上告人らが別紙事業認可目録７記載の認可の，各取消しを求め

る原告適格を有するほかに，本件各付属街路事業認可の取消しを求める原告適格を有すると

解することはできない。 

５ 以上によれば，別紙上告人目録１ないし３記載の上告人らは，本件鉄道事業認可の取消

しを求める原告適格を有するというべきである。主文第２項(1)ないし(4)掲記の各訴えについ

ては，同(1)ないし(4)に掲げる各上告人らがそれぞれ原告適格を有するということはできず，

これらの者につき原告適格を否定した原審の判断は，結論において是認することができるか

ら，本件上告のうちこれらの各訴えに関する部分を棄却することとする。 

よって，判示４(3)についての裁判官横尾和子，同滝井繁男，同泉徳治，同島田仁郎の反対

意見があるほか，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。なお，裁判官藤田宙靖，

同町田顯の各補足意見があり，判示４(3)についての裁判官今井功の補足意見がある。 

裁判官藤田宙靖の補足意見は，次のとおりである。 

私は，多数意見に賛成するものであるが，その理由につき，私の考えるところを更に敷衍し

ておくこととしたい。 

１ 本件各事業認可処分は，本件各事業の対象地につき権利を有する者を除き，上告人ら周

辺住民に対してその権利義務に直接の変動をもたらすものではなく，また，上告人らが主張す

る健康上の被害等も，直接には，行政庁の処分自体によってもたらされるのではなくて，いず

れ行われることになる都市計画施設の利用行為によって初めて生じるものなのであるから，

それにもかかわらず，何ゆえに本件事業認可処分そのものが上告人らの「法律上の利益」を侵

害すると言えるのか，言葉を換えて言えば，本件処分が取り消されることによって回復される

ことになる上告人らの「法的利益」なるものが，果たして，またいかなるものとして存在する

のか，が問題となる。そして，この問題については，従来の当審判例が採用してきた，当該処

分の根拠規定が処分の相手方のみならず第三者をも保護しようとする意図を含む場合には，

この意味での「法律上の利益」が認められる，という公式（以下「従来の公式」という。）の

みをもってしたのでは，理論的に充分な説明がなされているとは言い難いのである（参照，藤

田「第四版行政法Ⅰ（総論）」４０７ページ以下）。 

この点，私は，少なくとも，本件のような都市計画施設についての事業認可のケースでは，
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仮に周辺住民に原告適格が認められるとするならば，理論的にはそれは，行政庁に，当該施設

が将来において利用されることに起因する一定の損害を受けるリスクから，第三者（周辺住

民）を保護する法的な義務が（如何様にしてか）課せられている（言葉を換えて言えば，住民

には，そのような保護を受ける法的利益が与えられている）と認められるからであろうと考え

る。すなわち，違法な事業認可がなされることによって，行政庁がこのような「リスクからの

保護義務」に違反し，法律上周辺住民に与えられている「リスクから保護される利益」が侵害

されると認められるがゆえにこそ，住民に原告適格が認められるのである。 

ところで，周辺住民が有する「法律上の利益」がこのような内容のものであるとすれば，そ

の前提となる行政庁の法的義務（リスクから保護する義務）が，事業認可処分の根拠規定によ

って課せられたものに限られるという理論的必然性は無いことになるはずであって，処分を

行う行政庁に対しては，根拠規定の他にも手続規定・目的規定等様々の枠規定が，更にはま

た，行政庁の権限行使に制約を課する現行法令一般が，このような法的義務を課している可能

性があり得る。多数意見がその一般論として，行政事件訴訟法９条２項を引きつつ理由４(2)

に述べるところは，上記「従来の公式」を踏まえたものということができ，私自身もまた，本

件においてそのような手法を採ること自体に敢えて反対するものではないが，一般論として，

同法９条の解釈上，そこにいう法律上の利益とはすなわち根拠規定によって保護された利益

であるとの出発点に固執することが，果たして適切あるいは必要であるかについては，なお疑

問があり，この問題に関する限り，ここでは留保をしておくこととしたい。 

いずれにせよしかし，本件の場合にはまず，本件各事業認可処分そしてその基礎となる都市

計画の策定につき，都市計画法上の根拠規定を始めとする諸規定が，果たして，行政庁に対

し，このような「リスクからの保護義務」を課すものと認められるか否かが，問題となる。そ

してこのような見地から考察するとき，人口密集地において行われる都市計画施設の建設及

びその基礎となる都市計画の策定に際して，行政庁が，施設の利用が周辺に与えるマイナスの

影響をおよそ考えることなく判断することが，そもそも「都市の健全な発展と秩序ある整備を

図」る（都市計画法１条）という法の目的，そして，「機能的な都市活動」と並び「文化的な

都市生活」の確保を目的とする都市計画の理念（同法２条）に適合するものであるはずはな

く，都市計画の策定及び事業認可に当たって，上記マイナスの影響をも含めた諸利益の調整を

十分に行うべき義務を負わされていることは，当然のことであると言わなければなるまい。こ

のことに，生命・健康等の享受について国民に与えられた憲法上の保障（人格権）を併せ考え

るならば，行政庁が，少なくともこれらの利益に対する重大な侵害のリスクから周辺住民を保

護すべき義務を負わされているものと考えることは，決して無理な推論とは言えないように

思われる。また，このようにして保護されるはずの周辺住民の利益が，「公益一般」に過ぎな

いのか，それとも「個人の利益」なのか，という問題について言えば，ここでいう「公益一般」

とは，例えば土地収用の場合などのように，「私益」と対立する「公益」なのではなく，「個々

の利益の集合体ないし総合体」としての「集団的利益」なのであるから，そこに「個人的利益」

が内含されていることは，むしろ当然のことなのであって，そうでないというならば，むしろ

そのことについて法律上明確な根拠が示されるのでなければなるまい。言い換えるならば，行

政庁は個人に対する上記の意味での保護義務を負うものではないということが，法律上明確

な根拠によって明らかにされるのでない限り，少なくとも，事業認可に係る都市計画施設の利

用の結果生命健康等に重大な損害を被るというリスクにさらされている周辺住民からの訴え

については，本来，原告適格が認められて然るべきであると考えられるのである。そして，現

行法上，この意味での明確な根拠は認められないのみならず，かえって，多数意見の示すよう
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に，都市計画法と公害対策基本法等との密接な結び付き等により，推定は逆方向に働くのであ

るから，本件鉄道事業認可につき主文第１項に記載された上告人らに取消訴訟の原告適格が

認められることは，むしろ当然であるというべきである。 

２ なお，本件各付属街路事業の認可につき，対象事業地についての権利を有しない上告人

らには取消訴訟の原告適格が認められないとする多数意見に対して，本件各付属街路事業認

可は鉄道事業認可と実質上一体であるとの理由に基づく反対意見があるので，私が多数意見

に賛成する理由を以下簡単に述べておきたい。 

本件各事業が，行政上のプロジェクトとして一体性を有することは反対意見の指摘すると

おりであり，また，本件の場合，紛争の実態としても，鉄道事業認可に対するそれと付属街路

事業に対するそれとは，後者が専ら前者の一部として展開されている意味において（すなわ

ち，後者においては，付属街路の建設それ自体によって生じる生命健康の被害については，一

切の主張立証がなされず，専ら鉄道認可事業の違法性が問題とされているにすぎない，という

意味において）実質的に一体であるということができる。他方でしかし，本件における鉄道事

業認可と付属街路事業認可とが法的に別物であることは，いうまでもないことである（仮に両

者が文字どおり法的に一体であるとすれば，そのそれぞれに対する取消訴訟は，いわば二重起

訴の関係に立つことになるのではないか，という問題も出てこよう。）。 

ところで，行政上のあるプロジェクトないしスキームが複数の異なった法行為によって構

築されている場合，これらの個々の行為が全体としてのプロジェクトとの関係において果た

している機能と切り離して個別的にのみこれを考察し，行政救済法上においても専らそのよ

うな取扱いしかしない，という法解釈が，常に妥当であるかどうかについては，確かに問題が

無いわけではない。しかし，一般的に言えば，法的にそのような分節がなされているのは，ま

さに，立法者がそれを選択した結果に他ならないのであるから，仮に例外的な解釈を許すとし

ても，それは，国民の権利救済の必要上やむをえないことについて，真に合理的な理由がある

場合に限られるものというべきであろう。ところが，本件の場合，先に見た紛争の実態に照ら

しても明らかであるように，上告人らにおいて，本件各付属街路事業認可の取消訴訟は，実質

的に，鉄道事業認可取消訴訟に加えて，上告人らの主張する権利利益を守るための固有の意味

を持つものではなく，そこで主張されていることは，鉄道事業認可取消訴訟内において，充分

主張することが可能な内容なのである（因みに，本件において上告人らが主張し，また一審判

決が採用した「一体論」は，専ら，本判決によって変更される当審平成１１年判決の考え方，

すなわち事業対象地に関する権利を有する者以外は原告適格を有しない，という考え方を前

提としたとしても原告適格を認められる者，すなわち，本件の場合，付属街路事業対象地につ

き権利を有する者に，本件鉄道事業認可の取消訴訟についても原告適格を認めるための便法

として機能すべく，考案されたものであった。いうまでもなく，その前提は，本判決によって

失われることになる。）。 

確かに，プロジェクトとしての一体性からすれば，本件鉄道事業認可と付属街路事業認可

は，あるいは，運命を共にするのが合理的である，とも言えよう。しかし，その合理性は，仮

に鉄道事業認可が取り消されたとして，それを踏まえた上で行政的に判断されるべき事柄で

あるし，また，それで支障は無いものと考える。 

裁判官町田顯の補足意見は，次のとおりである。 

私は，裁判官藤田宙靖の補足意見に同調し，次のとおり付言する。 

従前，行政処分の取消訴訟における原告適格の要件としての「法律上の利益」とは，当該処

分の根拠規定において保護された利益と解され，当該処分の結果必然的に権利，利益を侵害さ
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れても，それが根拠法規によって保護すべきものとされていない場合には原告適格がないも

のとされている。しかし，根拠法規がいかなる権利，利益を保護しているのかは一義的に明白

でない場合が少なくなく（現に，本判決において変更すべきものとされる最高裁平成８年（行

ツ）第７６号同１１年１１月２５日第一小法廷判決は，都市計画事業の根拠法規が保護する権

利，利益について本判決と異なる見解を採っている。），その解明に時間と手間を要するため

訴訟遅延の一因となり，また権利，利益の侵害があっても救済されない場合があることを認め

ることにより取消訴訟の役割を狭めるとの批判が寄せられることとなる可能性もある。原告

適格の要件としては当該処分により必然的に権利，利益を侵害されることだけで足りること

とし，侵害される権利，利益が実体法上認められず，根拠法規が特に保護しているような場合

にのみ根拠法規の保護の性質を検討するということも考えてみる価値はありそうである。も

っとも，本件の場合これまでの手法によっても原告適格が認められることは法廷意見の述べ

るとおりである（そのために本判決の述べるような関係法令全部の綿密な検討を必要とする

から，当事者にもそれなりに十分な準備が求められよう。）ので，この点の検討は将来そのよ

うな事案が問題となるときに改めて行うこととするのが適当であるから，「従来の公式」の再

検討を本件で行うことは留保し，これを将来にゆだねるとする藤田裁判官の補足意見に賛成

する。 

また，本件のような都市計画施設についての事業認可の取消訴訟における周辺住民の原告

適格を考える場合に，被害の程度に強弱のある多数の住民のうちどの範囲のものに認められ

るかの基準について，根拠法規及び関連法規が定める手続等においてどの範囲の住民を対象

としているか，換言すればどの範囲の住民について「リスクからの保護義務」を負うものと解

されるかがその指針となり得よう。本判決が個々の被害の程度を問わず本件鉄道事業に係る

関係地域の内か外かという基準によって原告適格の有無を判断しているのは，以上の理に基

づくものとするのが相当と思われる。私が藤田裁判官の「リスクからの保護義務」という見解

に同調するゆえんである。 

判示４(3)についての裁判官今井功の補足意見は，次のとおりである。 

私は，本件各付属街路事業認可について，別紙上告人目録２記載の上告人らが別紙事業認可

目録６記載の認可の，別紙上告人目録３記載の上告人らが別紙事業認可目録７記載の認可の，

各取消しを求める原告適格を有するほかに，上告人らが本件各付属街路事業認可の取消しを

求める原告適格を有すると解することはできないとする多数意見に同調する者であるが，横

尾裁判官ほか３裁判官の反対意見にかんがみ，この点に関する私の見解を補足して述べてお

きたい。 

１ 本件各付属街路事業の事業地内の不動産につき権利を有する上告人らについて，当該付

属街路事業認可取消の原告適格が認められることに異論はない。問題は，それ以外の付近住民

で，本件鉄道事業が実施されることにより騒音，振動等による健康又は生活環境に係る著しい

被害を直接的に受けるおそれがある者として，本件鉄道事業認可取消請求について原告適格

を認められる上告人らについて，付属街路事業認可取消請求についても原告適格が認められ

るかということである。 

本件鉄道事業と本件各付属街路事業は，それぞれ別個の都市計画を基礎とする都市計画事

業であり，これらの事業認可もそれぞれ別個にされた別個の行政処分であることは，原判決の

確定するところである。したがって，各事業認可の取消しを求める原告適格についても，個々

の事業ごとに判断すべきである。この見地に立てば，本件各付属街路は，鉄道の高架による日

照被害を軽減することを主たる目的として設置されるものであり，それ自体としては，上告人
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らに対し，騒音，振動等の被害を増大させるものでないことは明らかであるから，各付属街路

事業自体により被害を受けるおそれがあることを原告適格を認める根拠とすることはできな

いし，上告人らもそのような主張はしていない。 

２ 反対意見は，本件各付属街路事業は，本件鉄道事業に係る環境の保全のための措置とし

て実施されるものであり，本件鉄道事業に付属する事業であることから，両事業の認可は，形

式はともあれ，実体的には一体の行政処分であり，双方の認可処分を通じて，事業地の周辺に

居住する住民に対し健康又は生活環境に係る著しい被害を与えないという事業認可の適法要

件に適合することを図っているとされ，このことを前提として，本件鉄道事業認可により健康

又は生活環境に著しい被害を受けるおそれのある上告人らは，本件各付属街路事業認可につ

いてもその取消しを求める利益があるとされる。 

確かに，本件各付属街路事業の目的は上記のようなものであるから，これが本件鉄道事業に

付属する事業であることは疑いがない。しかし，付属事業であるからといって，形式的に別個

の行政処分であるものをその取消しを求める原告適格の面において，一体のものとして扱う

必要性はなく，また，そのような取扱いをすることについては，看過しがたい問題点があると

考える。 

まず，両者を一体として取り扱う必要性について，反対意見は，上告人らの環境利益を保護

するためには，付属街路事業を含めた鉄道事業全体について検討をする必要があるとされる。

鉄道事業が周辺の環境にどのような影響を及ぼすかを考えるに際しては，鉄道の高架による

日照被害を軽減することを主たる目的として付属街路が設置されることをも考慮して行われ

るべきことは当然のことであって，付属街路事業認可が鉄道事業認可と一体の行政処分であ

るとしなければ，付属街路事業が実施されることを考慮できないということにはならない。 

次に，両者を一体として取り扱うことは次のような不都合な結果をもたらすことになる。す

なわち，原告適格の面において両者を一体として取り扱うとすれば，その当然の帰結として，

違法性の判断においても両者を一体として取り扱わなければならないこととなる。そうする

と，両事業のいずれかに瑕疵があるときは，全体について瑕疵を帯び，全体が違法となるとい

う結果となるものといわざるを得ないが，この結果は到底容認することができない。これを本

件に即していえば，鉄道事業は一つであるが，付属街路事業は，複数存在し，本件では，その

うち，３号線から６号線まで及び９，１０号線の６個の付属街路事業（この事業の行われる一

番西端は祖師ヶ谷大蔵駅付近であり，一番東端は梅ヶ丘駅付近である。）につき取消しが求め

られている。原告適格の面で鉄道事業及び各付属街路事業を一体として取り扱うとすること

は，法的には，これらの事業すべてが一体のものとして取り扱われるということであり，その

結果，その違法性の判断においても一体として取り扱われなければならないこととなる。した

がって，仮に係争の６個の付属街路事業認可の一つにつき何らかの違法があるとした場合に，

当該事業認可を取り消すべきことは当然であるが，そのことの故に，実体的に一つの行政処分

であるとされる本件鉄道事業認可及び他の付属街路事業認可もすべて違法となり，そのすべ

てを取り消さざるを得なくなる。この結論は，いかにも不当である。このような結果を招いて

まで，両者を一体のものとする必要性はないと考える。 

これに対しては，原告適格の判断と違法性の判断（取消事由の有無）とは別個に考えてはど

うかという見解，すなわち原告適格について一体的に判断するとしつつ，違法性の判断につい

ては一体でなくてもよいとする見解もあり得ないではない。これは，本件各認可が実体的には

一体ではないことを認めつつ，原告適格の判断においてのみ一体として取り扱おうとするも

のである。しかし，原告適格は，行政処分の取消しを求めるにつき法律上の利益を有する者に
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認められるのであるから，両者を切り離して考えることは相当でないというべきである。 

３ また，反対意見は，本件鉄道事業認可と付属街路事業認可とが別個独立の行政処分であ

るとすれば，付属街路事業認可の違法事由として，鉄道事業認可の違法性を主張することはで

きないとされるが，そのようなことはない。付属街路事業は，鉄道事業が実施されることを前

提として，それに伴う日照被害等の軽減を図ることを主たる目的として実施されるものであ

るから，前提たる鉄道事業が違法で実施できないものであるとすれば，それを前提とする付属

街路事業もその前提を欠くこととなる結果，違法となることもあり得るのであるから，両事業

の認可を一体の処分と解しなくても，付属街路事業認可の違法事由として鉄道事業認可の違

法を主張することができる場合もあり得ると解すべきである（これに対して，鉄道事業と付属

街路事業とは，いわば主従の関係にあるのであるから，主たる事業である鉄道事業認可の違法

事由として，従たる事業である付属街路事業認可の違法事由を主張することはできないと解

すべきである。）。 

なお，反対意見は，上告人らに本件各付属街路事業認可取消の原告適格を認めないと，仮に

上告人らが本件鉄道事業認可の取消請求訴訟に勝訴しても，取消判決の拘束力は本件各付属

事業認可には及ばないから，連続立体交差化事業の計画内容全体の見直しを得ることができ

ないとされる。しかし，付属街路事業が鉄道事業と上記のような関係にあることを考えると，

付属街路事業認可の重要な前提である鉄道事業認可が取り消された場合には，付属街路事業

を認可した行政庁において，その事実を踏まえて，付属街路事業について適切な判断がされる

ことになるのであって，反対意見の懸念は当たらないと考える。 

判示４(3)についての裁判官横尾和子，同滝井繁男，同泉徳治，同島田仁郎の反対意見は，

次のとおりである。 

私たちは，別紙上告人目録１ないし３記載の上告人ら（以下「上告人ら」という。）は，本

件各付属街路事業認可の全部について，その取消しを求める原告適格を有すると考える。その

理由は，次のとおりである。 

１ 原判決の認定及び本件記録によると，次の事実が認められる。 

(1)ア 建設省と運輸省との間で昭和４４年９月１日に締結し平成４年３月３１日に改正し

た「都市における道路と鉄道との連続立体交差化に関する協定」（以下「建運協定」という。）

は，都市における道路と鉄道との連続立体交差化に関し，事業の施行方法，費用負担方法，そ

の他必要な事項を定めることにより連続立体交差化を促進し，もって都市交通の安全化と円

滑化を図り，都市の健全な発展に寄与することを目的として，① 建設大臣又は都道府県知事

は都市計画法の定めるところにより，連続立体交差化に関する都市計画を定めること，② 都

市計画決定された連続立体交差化に関する事業（以下「連続立体交差化事業」という。）は都

市計画事業として都道府県又は政令指定都市が施行すること，③ 連続立体交差化事業費であ

る高架施設費等は鉄道事業者と都市計画事業施行者とがこの協定の定めるところにより負担

すること，④ 運輸省及び建設省は連続立体交差化事業が円滑に実施されるよう鉄道事業者及

び都市計画事業施行者を指導すること，⑤ この協定を円滑に運用するため，運輸省及び建設

省の職員で構成する連続立体交差化協議会を設けることなどを定めている。 

イ 改正前の建運協定に基づき設置された連続立体交差化協議会の昭和５１年４月２８日

付け決定「連続立体交差化事業の取扱いについて」は，鉄道の高架化に関連して，都市環境の

保全に資する目的で，高架構造物に沿って住居の用に供している土地が連たんしている区間

に設置される道路（都市計画法に基づく幹線街路を除く。以下「関連側道」という。）の幅員

及び設置に要する費用の負担等について定めており，関連側道の幅員は原則として６メート
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ルとすること，関連側道の設置に要する費用のうち，工事費は都市計画事業施行者が負担する

こと，用地費は幅員６メートルまでの区域は高架施設費の負担割合により都市計画事業施行

者と鉄道事業者が負担し，幅員が６メートルを超える場合の当該超える区域に係る用地費は

都市計画事業施行者が負担することなどを定めている。 

ウ 建設省都市局特定都市交通施設整備室長の昭和５８年１月６日付け事務連絡「連続立体

交差化事業における側道の取扱いについて」は，連続立体交差化事業における側道の整備に要

する費用の補助率を２分の１とするとしている。 

エ また，建設省は，国庫補助を受けて連続立体交差化事業を行おうとする都道府県等に対

し，事業の緊急性を検討するとともに，都市計画決定に必要な概略の事業計画を作成するため

の事前調査を行うべきものとし，その調査内容等を示すために連続立体交差事業調査要綱を

定めているが，その中で，「事業後の日照阻害時間の推計を行い，鉄道線形，関連側道の設計

において配慮するものとする。」とし，側道を含む連続立体交差化計画を記入した鉄道・側道

等計画図を作成すべきものとしている。 

(2) 東京都は，平成５年２月１日付けで告示した東京都市計画都市高速鉄道第９号線に係る

都市計画変更決定に先立ち，上記の連続立体交差事業調査要綱に基づく調査を行い，また，本

件条例に基づく環境に及ぼす影響についての調査，予測及び評価を行って環境影響評価書を

作成した。この環境影響評価書には，「高架構造物による日影については，建築基準法及び「東

京都日影による中高層建築物の高さの制限に関する条例」に準じ，高架構造物からの等時間日

影線が規制値を満足しないところについて環境空間を設けることにより，影響は少ないもの

と考える。」及び「「東京都日影による中高層建築物の高さの制限に関する条例」に準じ，線路

北側に６～約１２ｍの環境空間を設け，日影の影響を可能な限り少なくするよう配慮する。な

お，環境空間については，そのほとんどを道路（鉄道付属街路）として鉄道計画と同時期に区

が都市計画決定し，事業者が関係機関と協議の上，本事業と並行して用地買収・工事等を行う

予定である。」と記載されている。 

(3) 被上告参加人東京都知事は，平成５年１月１１日に建設大臣の認可を受けて，上記の東

京都市計画都市高速鉄道第９号線に係る都市計画変更決定を行った。 

(4) 世田谷区は，平成５年１月１１日に被上告参加人東京都知事の承認を受けて，本件各付

属街路事業に係る都市計画決定を行い，同年２月１日付けで告示した。 

(5) 東京都は，平成６年４月１９日付けで，建設大臣に対し，本件鉄道事業に係る都市計画

事業認可申請書を提出し，申請の理由として，「本路線は，都市高速鉄道第９号線小田急小田

原線（世田谷代田～喜多見間）の在来線部分について，連続立体交差事業を行うものであり，

「都市における道路と鉄道との連続立体交差に関する協定」に基づき，東京都が施行する。」

と記載した。 

(6) 東京都は，平成６年４月１９日付けで，建設大臣に対し，本件各付属街路事業に係る都

市計画事業認可申請書を提出し，申請の理由として，「本路線は，都市高速鉄道第９号線小田

急小田原線（世田谷代田～喜多見間）の連続立体交差事業に伴う関連側道であり，本線の事業

と併せて東京都が施行する。」と記載し，資金計画書の収入として，国庫支出金，一般財源及

び鉄道負担を掲げた。 

(7) 建設大臣は，上記(5)及び(6)の各申請に対し，平成６年５月１９日付けでいずれもこれ

を認可する旨の本件鉄道事業認可及び本件各付属街路事業認可の各処分をした。 

２ 上記１に掲げた事実からすれば，本件各付属街路事業は，本件鉄道事業による小田急小

田原線の高架化に伴い沿線の住居に日照阻害が生じることに対応し，建築基準法及び「東京都
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日影による中高層建築物の高さの制限に関する条例」に準じ，等時間日影線が規制値を満足し

ないところについて環境空間（環境側道）を設けることを主たる目的とするものであって，本

件鉄道事業を環境保全の面で支える性質を有し，建運協定の連続立体交差化事業の一部を構

成するものであることが明らかである。そして，本件各付属街路事業は，東京都が事実上本件

鉄道事業に併せて行うというものではなく，東京都が，本件鉄道事業の事業者の立場で，本件

条例により作成を義務付けられた環境影響評価書に，環境の保全のための措置として，環境空

間としての鉄道付属街路を設けると記載したことに由来する事業である。都市計画法５９条

１項の規定からすれば，本件各付属街路事業は，本来，世田谷区が施行すべきものであるが，

東京都が上記の環境影響評価書において本件鉄道事業の事業者の立場で自ら施行すると記載

したものであり，また，建運協定で都道府県又は政令指定都市が行うとされている連続立体交

差化事業の一部を構成するものであるところから，同条２項の「特別な事情がある場合」とし

て，東京都が都市計画事業認可を申請したものであり，建設大臣も，本件鉄道事業と本件各付

属街路事業とが共に建運協定の連続立体交差化事業を構成するものとして，東京都に対し都

市計画事業認可を与えたものである。建運協定自体は，行政機関内部における取決めにすぎな

いにしても，連続立体交差化事業に関する行政指針をなすものであり，東京都の前記都市計画

事業認可申請書が示すとおり，本件鉄道事業認可と本件各付属街路事業認可という都市計画

法に基づき建設大臣が行った行政処分の内容として組み込まれ，両者の行政処分を一体のも

のとして結合させているのである。そうすると，本件鉄道事業認可と本件各付属街路事業認可

とは，形式はともあれ，実体的には一体の行政処分であるというべきである。 

３ そして，法廷意見の説示のとおり，公害対策基本法及び本件条例の規定の趣旨及び目的

をも参酌の上，都市計画法の趣旨及び目的を考慮すれば，同法は，都市計画事業の認可に関す

る規定を通じ，都市計画事業の事業地の周辺に居住する住民に対し，都市計画事業により健康

又は生活環境に係る著しい被害を受けないという利益を個々人の個別的な利益としても保護

していると解すべきである。すなわち，都市計画法は，都市計画事業の認可権の行使に対し，

事業地の周辺に居住する住民に対し健康又は生活環境に係る著しい被害を与えてはならない

という制約を課しているのであり，かかる被害を与えないことを都市計画事業認可の適法要

件の１つとしているのである。上記１及び２で述べたことからすれば，本件において，建設大

臣は，本件鉄道事業認可のみで上記の適法要件に適合することを図るものではなく，本件鉄道

事業認可に，本件鉄道事業を環境保全の面で支える本件各付属街路事業の認可を結合させ，双

方の認可処分を通じて上記の適法要件に適合することを図っていることが明らかである。そ

うすると，本件鉄道事業認可により健康又は生活環境に係る著しい被害を受けるおそれのあ

る上告人らは，本件各付属街路事業認可についてもその取消しを求め，行政庁に対し本件鉄道

事業及び本件各付属街路事業によって構成される連続立体交差化事業の計画内容全体の見直

しを迫り，健康又は生活環境に係る著しい被害を受けないという都市計画法で保護された利

益の回復を求める利益を有するというべきである。 

確かに，騒音，振動，日照阻害等を発生させるのは本件鉄道事業であり，本件鉄道事業認可

が取り消されれば，上告人らが健康又は生活環境に係る著しい被害を受けるという事態は発

生しないであろう。しかし，前記のとおり，建設大臣は，本件鉄道事業認可と本件各付属街路

事業認可の両者を通じて，周辺住民の健康又は生活環境に係る著しい被害を発生させてはな

らないという都市計画法の適法要件を充たそうとしているのであり，本件鉄道事業は，その施

行者である東京都が本件各付属街路事業を同時に施行することを当然の前提としているので

ある。本件各付属街路事業も，用地費をはじめとして相当額の事業費を必要とするものであ
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り，都市計画事業認可申請書添付の資金計画書によると，本件各付属街路事業に係る支出は，

本件鉄道事業及び本件各付属街路事業の合計支出の約２０％を占めており，しかも，本件各付

属街路事業に係る収入には，前記１(1)ウ記載の連続立体交差化事業における側道に対する国

庫支出金（補助金）が計上されている。したがって，本件鉄道事業認可に係る裁量権行使の適

否の判断も，本件各付属街路事業の環境保全措置としての相当性やこれに要する事業費を抜

きにしてはなし得ず，この面でも両者は密接に結び付いているところ，上告人らは，資金計画

をも含めた本件鉄道事業及び本件各付属街路事業の事業計画全体を見直して，上告人らに被

害を生じさせないよう求めているのである。上告人らに対し，本件鉄道事業認可の取消しを求

める原告適格のみを認め，本件各付属街路事業認可については原告適格を認めないとすると，

仮に上告人らが前者の取消請求訴訟に勝訴しても，取消判決の行政庁に対する拘束力は本件

各付属街路事業認可には及ばないから，連続立体交差化事業の計画内容全体の見直しを得る

ことができないのである。上告人らが，上記事業計画全体を見直して，上告人らに被害を生じ

させないよう求めている以上，本件各付属街路事業認可についても，その取消しを求める利益

を認めるべきである。本件鉄道事業認可と本件各付属街路事業認可とは，形式的に見れば別個

独立の行政処分ではあるが，その実体的な一体性から，上告人らが両認可の取消しを求めてい

る本件においては，これを許さないとする理由はないといわなければならない。 

５ なお，原判決は，本件鉄道事業認可と別紙事業認可目録６及び７記載の付属街路の事業

認可とが別個独立の処分であるとしているが，そうであるとすれば，上記付属街路の事業認可

の違法事由として本件鉄道事業認可の違法性を主張することができず，上記付属街路の事業

認可自体に固有の違法事由が存する旨の主張のない本件においては，上記付属街路に係る事

業認可の取消請求は棄却を免れないことになるはずである。しかし，原判決は，上記付属街路

に係る都市計画は本件鉄道事業に係る都市計画において，小田急小田原線の高架化が図られ

ることを前提に，環境に配慮し「東京都日影による中高層建築物の高さの制限に関する条例」

に準じて環境側道を設置することを主たる目的として定められたものであり，本件鉄道事業

に係る都市計画決定が違法で，同都市計画決定に基づき都市計画事業を実施することができ

ないものであれば，側道設置の必要性もなくなり，上記付属街路に係る都市計画決定もその必

要性を欠くものとして違法となり，その結果，同決定を基礎とする上記付属街路の事業認可も

違法になるという。これは，本件各付属街路事業認可が本件鉄道事業認可に依存する処分であ

って，両者が実体的適法要件を共通にすることを認めたものにほかならない。そうだとすれ

ば，前記のとおり，本件鉄道事業の事業地の周辺住民に対し，本件各付属街路事業認可の取消

しを求める原告適格も認める方が，論理が一貫すると考える。 

(裁判長裁判官 町田顯 裁判官 濱田邦夫 裁判官 横尾和子 裁判官 上田豊三 裁判官 滝井繁

男 裁判官 藤田宙靖 裁判官 甲斐中辰夫 裁判官 泉徳治 裁判官 島田仁郎 裁判官 津野修 

裁判官 今井功 裁判官 中川了滋 裁判官 堀籠幸男 裁判官 古田佑紀) 

 

(別紙) 事業認可目録 

建設大臣がいずれも平成６年５月１９日付けで東京都に対してした次の各事業の認可 

１(1) 施行者の名称 

東京都 

(2) 都市計画事業の種類及び名称 

東京都市計画都市高速鉄道事業第９号線 

(3) 事業計画の概要 
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第１審判決別紙事業目録１の「事業計画の概要」欄記載のとおり 

２(1) 施行者の名称 

東京都 

(2) 都市計画事業の種類及び名称 

東京都市計画道路事業都市高速鉄道事業第９号線付属街路第３号線 

(3) 事業計画の概要 

第１審判決別紙事業目録２の「事業計画の概要」欄記載のとおり 

３(1) 施行者の名称 

東京都 

(2) 都市計画事業の種類及び名称 

東京都市計画道路事業都市高速鉄道事業第９号線付属街路第４号線 

(3) 事業計画の概要 

第１審判決別紙事業目録３の「事業計画の概要」欄記載のとおり 

４(1) 施行者の名称 

東京都 

(2) 都市計画事業の種類及び名称 

東京都市計画道路事業都市高速鉄道事業第９号線付属街路第５号線 

(3) 事業計画の概要 

第１審判決別紙事業目録４の「事業計画の概要」欄記載のとおり 

５(1) 施行者の名称 

東京都 

(2) 都市計画事業の種類及び名称 

東京都市計画道路事業都市高速鉄道事業第９号線付属街路第６号線 

(3) 事業計画の概要 

第１審判決別紙事業目録５の「事業計画の概要」欄記載のとおり 

６(1) 施行者の名称 

東京都 

(2) 都市計画事業の種類及び名称 

東京都市計画道路事業都市高速鉄道事業第９号線付属街路第９号線 

(3) 事業計画の概要 

第１審判決別紙事業目録６の「事業計画の概要」欄記載のとおり 

７(1) 施行者の名称 

東京都 

(2) 都市計画事業の種類及び名称 

東京都市計画道路事業都市高速鉄道事業第９号線付属街路第１０号線 

(3) 事業計画の概要 

第１審判決別紙事業目録７の「事業計画の概要」欄記載のとおり 

 

 

※参考：判例タイムズ 1202 号 110 頁、判例時報 1920 号 13 頁 

 


